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1 はじめに

日本では、消費者教育の推進に関する法律によ

って、�消費者市民社会�という概念が導入され

た。同法では、消費者市民社会は、�消費者が、

個々の消費者の特性及び消費生活の多様性を相互

に尊重しつつ、自らの消費生活に関する行動が現

在及び将来の世代にわたって内外の社会経済情勢

及び地球環境に影響を及ぼし得るものであること

を自覚して、公正かつ持続可能な社会の形成に積

極的に参画する社会�として定義されている（ 2

条 2 項）。同法には、消費者市民社会で中核的な

役割を担う�消費者市民�の定義規定はおかれて

いない。もっとも、上述した消費者市民社会の定

義規定から、�尊重�、�自覚�および�参画�と

いう 3 つの�市民�的な要素をもって行動する

�消費者�であると理解することができる1 )。

消費者市民を特徴づける具体的な行動は様々で

あるが、そのひとつとして、社会等に配慮した消

費行動が挙げられる2 )。そして、そのような消費

行動として近年注目を集めているのが、いわゆる

倫理的消費（ethical consumption. 以下�エシカ

ル消費�という）である。日本では、エシカル消

費という言葉は2009年に出現した3 )。2015年には

消費者庁が消費者基本計画の中でエシカル消費の

調査研究の必要性を指摘し、同年 5月に�倫理的

消費�調査研究会が設置された。2016年 6 月には

中間取りまとめが、2017年 4 月には取りまとめが

それぞれ消費者庁によって公表された4 )。

この流れからも示されているように、今日の日

本では、エシカル消費という概念とこれに関連す

る消費行動に対する理解が徐々に定着しつつあ

る5 )。しかし、エシカル消費という概念の理論的

整理については十分に検討が行われているとは言

いにくいのが現状である6 )。また、エシカル消費

が日本よりも定着しているヨーロッパについては、

上記調査研究会の海外調査報告書などにおいて一

定程度の紹介がされているものの、EU消費者保

護政策との関係を含めて EUレベルでのその位置

づけについて検討する日本語文献は見当たらない。

そこで、本稿では、エシカル消費概念について若

干の理論的整理を行った上で、EU レベル（EU

消費者法レベル）におけるその位置づけについて＊京都大学大学院法学研究科 准教授



分析することとしたい7 )。なお、特にエシカル消

費の概念的整理については、エシカル消費の利点、

課題や限界等、取り扱うことのできる項目は多い

が、本稿では、紙幅の関係で、最小限の整理にと

どめた上で EU消費者法におけるその位置づけを

検討する。

2 若干の理論的整理

(1) エシカル消費の定義と特徴

人は、消費をせずに生存できないが、必ずしも

利己的な動機のみに基づいて消費をするわけでは

ない。人には倫理的なものを含む価値観があり、

それは、多かれ少なかれその取引上の選択にも反

映される。歴史的にみると、倫理的な価値観に基

づく人の消費行動が注目を集め始めた初期の段階

では、�エシカル消費者�と�エシカル製品�の

いずれも数が少なかったが、今日ではその数は大

きく増加し、エシカル製品に関連する情報にもよ

りアクセスしやすくなっている。その反面、エシ

カル消費およびこれに関連する諸概念の範囲が以

前よりも不明確になり、これらを定義することが

困難となっている8 )。

エシカル消費に関する様々な異なる定義は、エ

シカル消費の内容に対するその理解を基に、積極

的エシカル消費行動（バイコット（buycott）を

中心とするもの）、消極的エシカル消費行動（ボ

イコット（boycott）を中心とするもの）、および

消費者運動（ロビー活動を中心とするもの）を主

な要素として捉えるものに大別することができ

る9 )。また、これら多様な定義に共通する要素と

しては、環境問題、社会的正義および人権を包摂

するものとしてエシカル消費を捉えていること、

ボイコットをその主な表現方法のひとつとして位

置づけていること、エシカル消費の実現には価格

という要素が重要な役割を果たすと理解している

ことなどがみられる10)。

上述した消費者基本計画では、エシカル消費は、

�地域の活性化や雇用なども含む、人や社会・環

境に配慮した消費行動�として定義されている。

エシカル消費には隣接あるいは類似する概念もい

くつかあるため、エシカル消費の内容をどう捉え

るのかは、アプローチの仕方によって異なる11)。

最も一般的であると思われる理解では、エシカル

消費とは、消費者が、自己の価値観や倫理的信念

に基づいた消費選択を意識的に試みることである

とされている12)。エシカル消費を表象する行動パ

ターンは様々であるが、主な行動群としては、①

非消費、②価値観に基づいた日常的購入、③ボイ

コット、④バイコット、⑤使用、⑥使用後の処理

を挙げることができる13)。

エシカル消費とそれ以外の消費の主な違いは、

それ以外の消費では製品を選択する際の主たる基

準となるのがその特徴、機能や価格等であるのに

対し、エシカル消費では製品の生産プロセス（こ

れが、最終製品の物理的特徴等に影響しているか

否かを問わない）の特徴であることにみられる。

生産プロセスのそのような特徴としては、それに

従事する者の労働条件、生産が環境に与える影響、

生産による動物福祉の侵害の有無、生産による資

源の枯渇問題の有無、遺伝子技術の使用の有無、

生産者等による納税義務の遵守などが挙げられ

る14)。消費者が上記のような特徴を重視すること

がもつ意義については、そのような関心に従って

行動することで好ましい社会的、経済的および環

境的影響を及ぼせること、自己表現の方法として

これを用いられること、自己の倫理的な価値観を

実現するための手段として利用できることなどが

指摘されている15)。

このように、エシカル消費には、倫理的な価値

観の表現が市場における消費行動を通じて行われ

るという側面が存在する。言い換えれば、�市民�

としての表現行為の一部が、�消費�を通じて行

われるのである。こうして、本来的には市場にお

ける私的行為である消費16)が倫理化されることに

より、消費者の日常生活が倫理化される結果とな

る17)。消費行為に市民的な側面が付加していると

いう観点からは、エシカル消費者には、消費者市

民との共通性がみられる。しかし、これらの概念

は同義のものではなく、エシカル消費は消費者市

民の行動パターンのひとつ（つまり、エシカル消

費者は消費者市民の下位概念）であると考えるの

が適切であろう。
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(2) �消 費�

�消費�が何を意味するのかについては、様々

なアプローチがある。一般的に、消費とは、製品

が生産され、購入され、使用されるプロセスをい

う18)。消費の対象については、市場で流通するた

めに生産され、そこで購入される製品であり、購

入者の属性や購入された製品の使用方法を問わな

いとする考え方、家庭での使用のために購入され

る製品に限定する考え方、私的消費と公的消費と

を区別する考え方や、生存に欠かせない製品を除

外する考え方などがある19)。消費対象をエネル

ギーおよび物質全般として捉える考え方では、投

資行為20)、生産プロセスそのものやマーケティン

グ戦略なども�消費�に含まれることになる21)。

このように、消費概念に対する理解は様々であ

り、これらを詳細に紹介することは本稿の目的を

超えるものである。エシカル消費との関係でいえ

ば、上述した投資行為、生産プロセスやマーケテ

ィング戦略などを、エシカルなものである必要性

から除外する理由は見当たらない。そのため、消

費概念を可能な限り広義のものとして捉えること

が有益かつ妥当であろう。

(3) �エシカル�

何がエシカル（倫理的）で何がそうではない

（つまり、�ノン・エシカル�である）のかを判断

し特定することは、必ずしも容易ではない。その

境界線を客観的・絶対的に画定することは、ある

程度までは可能かもしれないが、評価が難しいグ

レーゾーンが常に存在しよう。また、個別にみれ

ばエシカルだと評価できるものでも、併せて評価

した場合にはそれらが示す方向性が矛盾し、衝突

する場合もある。たとえば、フェア・トレード製

品を購入することと、地産地消をすることはそれ

ぞれエシカルだと評価できるが、エシカル消費に

とって同じく重要であるカーボンフットプリント

の観点から考えた場合、後者の取組みが勝る（よ

りエシカルである）との結論に至りやすい22)。こ

のように、エシカルの判断においては、主観的・

相対的な評価要素を完全に取り除くことは不可能

に近いと思われる。本来的には利己的な色彩の強

い概念である消費に、他己的な（つまり、エシカ

ルな）要素が加わったことによって生じる現象だ

といえよう。

エシカルではない消費（�ノン・エシカル消

費�）は、エシカルへの無関心（unconcern）に

よるものと23)、それ以外のものに大別することが

できよう。ノン・エシカル消費が長期的かつ究極

的には資本主義の存在を脅かす可能性が高いのに

対し、エシカル消費は、資本主義システムの枠組

みを維持しつつより持続的な資本主義をもたらす

という性質を有するものである24)。

エシカル消費の観点からは、消費行為を�一種

の投票行為�として捉えることがある。これにつ

いては、客観的にはそのようにみることができて

も、消費をしている本人はそのように認識してい

ない場合があることから25)、特に�無意識に�

（一種の習慣やルーティーン行為として）行われ

る消費については限界があるとの指摘もされてい

る26)。何がエシカルなのかは流動的であることに

鑑みると、少なくとも、ノン・エシカル消費者に

対して、自己がマイナス評価の対象になるとの印

象を与えることは適切ではないだろう。エシカル

消費は、エシカル消費者間での情報交換等を通じ

た連帯感を促進するものではあっても27)、ノン・

エシカル消費者を排除しようとするものではない。

結局のところ、ノン・エシカル消費についての最

終的な責任は、ノン・エシカルな製品等を市場に

送り出す者に所在すると考えるのが適切であると

思われる。ノン・エシカル消費者において観念で

きる�責任�は、ノン・エシカル消費の生み出す

弊害が究極的には自分自身に悪影響を及ぼすこと

になるという意味での�社会的責任�に過ぎない。

3 EU消費者法におけるエシカル消費

エシカル消費は、EU市場でもその規模を拡大

し続けており28)、益々重視されつつある。はたし

て、市場におけるそのような重要性は、EUの立

法や政策にも反映されているのだろうか。以下で

は、EU消費者法においてエシカル消費がどのよ

うに取り扱われているのかを、EUにおける消費

者像との関係および EU消費者法におけるその位

置づけを中心に検討する。

EU消費者法におけるエシカル消費の位置づけ（カライスコス) 33



(1) 消費者像との関係

EU 法には、消費者概念に関する包括的な定義

はなく、EU指令にみられる定義規定の内容も異

なるのが現状である。EUの当初の消費者政策に

おいては、消費者は、保護を要する弱者として捉

えられていた。しかし、その後、域内市場の形成

を試みるプロセスの中で、積極的かつ批判的に情

報を求める者を典型とする消費者像が用いられる

ようになった。そこでは、消費者は、適切に情報

を得て（域内市場における積極的な消費者）、かつ、

自己の取引について自己の責任において決定する

ことができる者としてイメージされたのである。

消費者像に対するこのようなアプローチは、欧州

連合司法裁判所の判例にも明確に示されている29)。

そこでは、EU における平均的消費者は、一般的

に、�合理的に適切に情報を得ており、合理的に注

意深くて慎重な（reasonably well informed and

reasonably observant and circumspect）�者とし

て捉えられている30)。このように、EUでは消費者

像が再定義されたのであるが31)、これについては、

消費者契約に関連する立法の領域ではそのような

考え方が妥当する余地があるとしても、消費者の

健康や安全に対するリスクの領域で同じように考

えることはできないとの批判が向けられている32)。

他方で、EU 加盟国での状況をみると、たとえ

ば北欧諸国では、EUにおける当初の消費者像に

近い消極的な者としての消費者像が支配的であり、

過去のドイツでも、消費者は広告を批判すること

なく受け入れる者として捉えられていた33)。EU

と加盟国との間のこのような相違は、不公正取引

方法指令2005/29/EC34)の制定過程にも反映され

た。同指令の制定過程では、初めは、欧州連合司

法裁判所の判例に従い、合理的に情報を得ており、

合理的に注意深くて慎重な消費者を基準として用

いることが提案された。しかし、そのような高度

な注意の負担を消費者に課すことを望まない加盟

国に対する譲歩が行われた結果、平均的な消費者

の基準が採用される運びとなったのである。

このように、EUにおける消費者像は流動的で

ある。そして、その都度の政治的および経済的目

的をこれに反映させるために、消費者像が操作さ

れ、道具化されているとの批判が加えられてい

る35)。特定の消費者像を、それが実態に完全に即

しているか否かに関わらず用いることは、消費者

政策を設計する上で不可避である部分も大きい。

EUの場合には、消費者は、域内市場を最大限機

能させることを目的として、健全な競争と自由な

アクセスが保障される市場の中で、自己の利益を

追求する者として行動することが期待されること

になる36)。ここで想定されているのは、自国の国

境を越えて、域内市場という超国家的な市場で取

引を行う消費者である37)。そして、競争が確保さ

れ健全に機能する市場は、消費者の利益を最大化

するものとして捉えられることになる。それぞれ

異なる伝統をもつ加盟国の国内消費者法は、時と

して保護貿易主義的なものとなりうるが、EUは、

上記のような消費者像を描くことで、そのような

相違を乗り越えて単一市場を形成することを目指

したのである。その結果、消費者概念は、国家の

枠を超えて、EU全体を舞台として捉えられるこ

とで再構成され、消費者法そのものも�脱政治

化�される結果となった38)。

現在、EU では、�消費者のエンパワーメント

（consumer empowerment）�を実現するための

流れも継続しているが、そこでも、エンパワーメ

ントの結果として、消費者が域内市場において越

境的な取引等を積極的に行い、EU経済を発展さ

せることが期待されている39)。EU における消費

者保護関連の新しい大きな動きとしては、2018年

4 月11日に欧州委員会によって提案された消費者

のためのニュー・ディール（New Deal for

Consumers）が挙げられるが、欧州委員会は、消

費者と事業者の双方の利益となるより公正な単一

市場を確保することに関するものであるとコメン

トしている40)。

EU における上記のような消費者像の捉え方に

ついては、多様な消費者像（その多様性は、個性

をもつ個人しての人間の多様性そのものを反映す

るものである）を、域内市場で取引をすること

（消費すること）に焦点を当てて一次元的に捉え

ようとすることで過度に単純化しているとの批判

がある41)。近年、EU において�脆弱な消費者�

や�エシカル消費者�などの概念が益々利用され

つつあることの背景には、まさにこのような一次
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元的な捉え方の裏に隠れてしまう多様性を改めて

強調しようとする流れが読み取れる42)。�脆弱な

消費者�概念は、消費者像の一次元的な捉え方で

は十分に保護できない消費者に対して手当を行う

必要性が生じた中で追加されたカテゴリーである。

もっとも、通常の消費者と脆弱な消費者との二分

化により、前者に対しては保護を提供する必要が

ないとの誤ったメッセージが発信され、消費者が

小規模事業者（Kleinunternehmer）として位置

づけられているようだとの指摘がされている。こ

の見解では、EU での消費者�保護�法は、上記

のような流れの中で市場行動法と化したとされて

いる43)。いずれにせよ、市場志向の消費者像の中

では、エシカル消費者は重要な役割を果たすもの

としては位置づけられず、むしろ、消費者像の多

様性を改めて強調するものとして台頭していると

いえよう。

(2) 消費者法における位置づけ

ア 条 約

欧州連合は、初めは消費者保護に関する権限を

有しなかったが44)、1992年のマーストリヒ条約

（EU 設立条約）により、消費者保護領域におけ

る施策のための法的根拠となる規定が設けられ

た45)。現行の、欧州連合の運営に関する条約（以

下�EU運営条約�という）169条（消費者保護）

は、次のように定める。

� 1 ．欧州連合は、消費者の利益を促進し、高

水準の消費者保護を確保するため、消費者

の健康、安全及び経済的利益の保護並びに

消費者の情報に関する権利、教育に関する

権利及び自己の利益を守るために組織する

権利の促進に貢献する。

2．欧州連合は、次の各号に定める措置を通

して、第 1項に定める目的の達成に貢献す

る。

(a) 第114条に基づき、域内市場の完成に

関連して採択する措置

(b) 加盟国が実施する政策を支持、補充

及び監視する措置

3．欧州議会及び理事会は、通常立法手続に

従い、経済社会評議会の意見を徴した上で、

第 2項(b)に定める措置を採択する。

4．第 3項に基づいて採択した措置は、加盟

国が、より厳格な保護措置を維持又は導入

することを妨げない。そのような措置は、

諸条約と両立するものでなければならない。

欧州委員会は、そのような措置について通

知を受けるものとする。�

同条に基づく消費者保護政策に関する EUの権限

は、EU と加盟国が共に権限を有する共有権限

（EU運営条約 4条 2項）に属する。

169条の文言には、エシカル消費に直接関連す

る要素はみられない。同条 2項から明らかなよう

に、EUレベルでの消費者保護政策は、域内市場

の完成に密接に関連している。そのため、域内市

場の完成とは少なくとも直接的な結びつきがある

ようにはみえないエシカル消費あるいはエシカル

な要素が同条に掲げられていないのは、ある意味

当然のことだといえよう。もっとも、同条による

と、消費者は�情報に関する権利�を有する。そ

して、どのような情報がその対象となるのかにつ

いては明記されていない。製品そのものに関する

情報は当然に含まれることになろうが、エシカル

消費において特に重要性を有する、製品の生産プ

ロセスに関する情報をそこから除外する理由は特

にないと指摘されている46)。

169条 2 項によると、 1 項に定める消費者保護

の目的は、EU 運営条約114条に基づいて採択さ

れる措置等によって実現される。114条は、域内

市場の確立と機能化を目的とする、加盟国の法令

または行政措置によって設けられた規定を平準化

するための手段の採択を可能とする規定である。

同条の内容から明らかなように、域内市場の確立

を目的とするものであり、物、人、役務および資

本が自由に移動できる域内市場の形成について定

める EU運営条約26条の実現のために重要な役割

を果たしてきている。規制領域を単位として構成

されている EUの立法権限について定める他の規

定とは異なり、114条は、国内法間の相違が域内

市場の形成を妨げていれば、これに基づく措置の

採択を認める構造のものとなっているのである47)。

169条と114条の規定内容から分かるように、

EUの消費者保護政策は（上述した消費者像と同
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様に）域内市場志向のものである。114条に基づ

いて措置を採択するための条件である域内市場と

の関連性が存在するか否かは、最終的には欧州連

合司法裁判所によって判断される。司法裁判所は、

いわゆるたばこ広告第 1 判決48)では、114条を法

的根拠として用いるための関連性の要件を比較的

厳格に判断し、そのためのハードルを高く設定し

た。しかし、これは、後の判決49)によって大きく

下げられ、現在はかなり低いものとなっている50)。

イ 第二次法

EU 基本条約に基づいて採択される第二次法は、

消費者法の領域では指令の形を採ることが多い。

このような指令においては、近年、いわゆる完全

平準化（maximum harmonisation）を行うものが

採択される傾向が強まっている。完全平準化指令

を用いることで、EUはより高度の統合を達成す

ることができるが、このような傾向も、EUの市

場志向的なスタンスを示すものである51)。

指令を始めとする EU消費者法では、消費者を

保護するための手法として、主に次の 2つのもの

がみられる。第 1は、消費者に対する適切な情報

提供を確保することで、その利益等の保護を試み

るいわゆる�情報提供モデル�である。EU 消費

者保護法が域内市場志向のものであることから、

情報提供モデルは主に消費者の経済的利益を保護

するための立法で用いられることが多いが、経済

的利益以外の利益を保護する立法にもみられるこ

とがある。代表的な例としては、タバコ等の製造

や販売等に関する指令2014/40/EU や、遺伝子組

換え食品に関する規則(EC)1829/2003を挙げるこ

とができる。ただし、これらにおいても、加盟国

間における法令等の相違が域内市場の円滑な機能

に対する障壁となっていることがその立法理由

（前文）において繰り返し強調されている。第 2

は、取引の内容を直接的に規制する方法である。

このカテゴリーに属する主な立法としては、不公

正契約条項指令93/13/EEC、消費者物品売買指

令1999/44/EC、消費者権利指令2011/83/EU 等

を挙げることができる。

EUの消費者保護法では主にこれら 2 つの手法

が用いられているが、近年採択された重要な指令

のひとつである上記消費者権利指令において、特

に広範な情報提供義務が定められていることから

も明らかなように、全体として情報提供モデルに

重点がおかれつつある。情報提供モデルには、取

引内容の直接的な規制と比べて、より介入的では

ないという利点もある。しかし、従来から繰り返

し指摘されてきているように、情報提供モデルは

決して万能薬ではなく、提供される情報の適切な

量、内容および分かりやすさを確保しなければ情

報の受け手にとってむしろ逆効果となるなど、多

くの課題が存在する52)。

消費者に対する積極的な情報提供は、EUにお

ける消費者のエンパワーメント政策を構成する要

素でもある。このように、EU消費者政策の基本

的な考え方は、消費者に対し、情報を得た上で決

定する環境を整えることを主眼とするものである

が、そのような情報に、製品のエシカルな側面に

関するものも含まれると解することができないの

かが問題となる53)。情報提供モデルの目的が、消

費者が適切に情報を得た上で自己の嗜好に沿った

選択をすることにもあるのなら、そのような嗜好

にはエシカル的なものも含まれることになる。そ

して、消費者に提供されるべき情報には、エシカ

ル的な選択に関連する製品の生産プロセスに関す

るものも包有されると解することができよう。

実際に、そのような考え方を示す EU立法があ

る。消費者に対する食品情報の提供に関する規則

(EU)1169/201154)は、その立法理由（前文）の(3)

で、消費者のために高水準の健康保護を達成し、

情報に対するその権利を保障するためには、消費

者に自己の消費する食品について適切に情報を提

供しなければならないとした上で、消費者の選択

に影響を及ぼす主な要素のひとつとして、エシカ

ルな考慮事項（ethical considerations）を明示し

ている。そして、同規則 3 条(1)には、食品情報

の提供は、最終消費者が情報を受けた上で選択し、

食品を安全に使用するための基礎を提供すること

で、消費者の健康および利益の高水準の保護を達

成することを目的とするものであると定められて

いる。ここでも、関連する主な考慮事項のひとつ

としてエシカルなものが掲げられている。上述し

た遺伝子組換え食品等に関する規則も、エシカル
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な懸念を生じさせる食品の特徴等に言及している。

ただし、ここでいうエシカルは、上記規則

1169/2011の場合とは異なり、個々の消費者の倫

理的価値観ではなく社会全体における倫理的秩序

を示すものであるため、エシカル消費との関連性

は直接的なものではない55)。

これらの規則は、いずれも、その採択のための

法的根拠（後者の規則では複数の内のひとつ）と

して EU 運営条約114条を用いており、その規制

対象と域内市場との関連性に言及している56)。こ

れらの規則によるもののような表示規制（ラベル

規制）が越境取引の障壁となりうることについて

は、従来から議論がされてきているところであ

る57)。しかし、上述した例が示すように、EU で

は、域内市場の形成とエシカル消費の観点は必ず

しも互いに矛盾あるいは衝突するものとしては捉

えられておらず、エシカル消費の法的保護は、食

品の強行的な（事業者の選択に委ねられた任意の

ものではない）表示規制を通じてその第一歩を踏

み出している。

4 むすびに代えて

本稿では、エシカル消費について若干の理論的

整理を行った上で、EU消費者法におけるその位

置づけをみてきた。EU消費者法におけるエシカ

ル消費の位置づけに関する分析を通じて今後の日

本におけるエシカル消費の法的位置づけについて

得られる示唆に関しては、機会を改めて検討した

いが、以下では、むすびに代えて、それに向けた

いくつかの重要な事項について簡潔に記すことと

する。

まず、EUにおける消費者像は市場形成という

目的の達成のために一次元的に捉えられる傾向に

あったため、そこでは、エシカル消費者という概

念は重視されてこなかった。しかし、近年では、

EUレベルでの立法や判例におけるそのような消

費者像の捉え方と現実の社会における消費者像と

の乖離を是正し、消費者像の多様性を反映させる

べく、エシカル消費者等の概念の重要性を強調す

る動きがみられる。日本では、�消費者市民社会�

という概念が立法化されており、市場志向の消費

者ではない、エシカルな側面等にも配慮しながら

行動する消費者市民概念が制定法上の根拠をもつ

に至っている。このことは、消費者像の多様性を

反映するものとしても、また、エシカル消費者を

制定法上の消費者像として位置づけることにも大

きく貢献するものであるといえよう。

次に、EU 基本条約には、エシカル消費につい

て直接定める条文はおかれていないが、情報に対

する消費者の権利が明記されており、そのような

情報から製品の生産プロセスに関する情報を除外

する理由は特にないと指摘されている。日本でも、

同じように、情報に対する消費者の権利が消費者

基本法に明記されている（ 2 条 1 項）。同法の定

める消費者の権利については、プログラム規定に

過ぎないとの考え方も示されているが、消費者は、

その実現のための措置を国等に対して求めること

ができると解するのが妥当であろう58)。そうであ

るならば、消費者は、製品の生産プロセスに関す

る情報（エシカル情報）についても、その提供を求

める権利を有するとの結論を導くことができよう。

上記の考え方を前提とした場合、エシカル消費

の法的保護の第一歩は、EUにおけるのと同様に、

情報提供モデルを通じて歩まれることになろう。

そして、そのような情報の提供は、単に消費者が

情報を得た上で決定し、自己の倫理的価値観を実

現することができるという意味で重要であるにと

どまらず、自己の消費するものを選択できる環境

を確保することに向けられたものでもある59)。そ

れは、自己決定（権）の一部として捉える余地の

あるものではなかろうか。
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